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日本短角種の若令肥育現地試験

石田　武男・岡田　光男・幸村淳一郎

（青森県畜試）

浜　中　　　博

（七戸畜産農協）

1ま　え　が　き

現地試験を行なった上北町は古くから馬の生産地とし

て栄えて来た田畑地帯であるが，役馬の需要減退にとも

ない繁殖馬の繋蓑を廃し空馬房をもつ農家が多くなって

いる。七戸畜産農協ではこの地帯を肉牛の肥育地帯に育

成して行きたいと考えているが，この地帯の良家は肉牛

の飼養経験もなく，若令肥育に対する関心も薄いので，

地区県民の肉牛飼育に対する関心を深めるための手段と

し，同時に農家が自給飼料を主体にした若令肥育を行な

った場合の肥育成続や収益がどのようになるかを知るた

めに七戸畜産農協と提携して本試験を計画した。

2　試　験　方　法

1．飼養農家

上北郡上北町，農家10戸

2．供試牛

日本短角種10頭を38年11月，七戸子牛市場で七戸畜産

農協が購入し，購入後直ちに観血去勢をほどこし．同日

上北町の農家10戸におのおの1頭づつを預託し飼養させ

た。

導入時の平均月令は9．4ケ月令，平均体重は201・3毎

であった

3．試験期間

全期：38、11、21～40、3、10（476日）

育成期：38、11、21～39、5、12（174日）

舎飼，繋留

放牧期：39、5、13～39、10、19（160日）

自然草地，全放牧

仕上期：39、10、20～40、3、10（142日）

供試牛はすべて現地の農家において仕上

げを行なう計画であったが，放牧期間中ピロプラズマ症

などのためとくに増体量の少なかった4頭については，

予定を変え当場の簡易スタソチョソ式牛房にて仕上げを

行ない（これをB区とした）．ほかの6頚は現地の農家

で繋留し．舎飼仕上げを行なった（これをA区とした）。

4．飼養管理

飼料の給与基準を設定するにあたって各預託農家の肉

牛に利用しうる飼料構造を調査し，各農家につき自給飼

料を主体とした給与基準を設定してこれが利用出来るよ

う指導した。

育成期における給与飼料は主として米糠，稲わら，大

豆，とうもろこし等自給出来るもで，拒示した飼料の給

与基準は体重100kgあたりDCP．TDNでそれぞれお

よそ0．24物および2．0たぎであった。

仕上期においては大麦20％，大豆粕20％，赦20％，食

塩1．0％，カルシウム1．5％の割合で組合で一括購入配

合し，必要量を預託農家に配給し，これに自給し得る芯

付とうもろこし3095，砕米7．5％を各自配合して給与さ

せることにした。粗飼料は稲わら40％，野乾草と牧乾草

はそれぞれ30％とした。仕上期は150日とし，これを

前・中・後期に三分し．配合飼料は体重の1・2％・1・3

％・1．5％・粗飼料は2．5％・2．3％・2・0％として給

与するよう拒示した。一方，B区においては外国産大麦

40％，専管扱40％，大豆粕20％の配合飼料を使用し，体

重の0．6～1．5％給与した。粗飼料は牧草，家畜かぶお

よびグラスサイレージを使用し，それぞれ体重の1．5～

0．5％，1％および4％を給与した。

両区とも仕上げ開始時にへキ七ストロール5錠づつを

左右の耳板部に埋没し，駆虫剤を投与した。

3　試験成練ならびに考察

1．増体量

各期における増体状況は第1表に示すとおりである。

育成期における平均増体量は日平均0・44ねであり．全

般に低い傾向にあった。これは粗飼料の質の不良と据示

通り給飼されなかったことによるものと恩ほれた。

放牧期における増体量の日平均で0・57軸であったが，

その範囲は0．05～0．80物でノミラツキが大きく，B区4頭
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の日平均増体量はとくに少なく0．30軸であった。これほ

どロプラズマ症などに原因しており，これら4頭をB区

としてほかの6頭と区別して当場で仕上げを行なったわ

けである。

仕上げ期における日平均増体量はA区が0．73軸，B区

が1・15軸となり，A区の増体量はとくに少なかった。こ

のことはおそらく粗飼料の質の差によるものと考えら

れ，仕上げ用の良質粗飼料の必要性が痛感された。

2・解体成績および肉質

40年3月10日をもって仕上げを終了した。その際肉牛

として望ましい外貌を有していたA区の4号とB区の2

号を選置し，展示的にと殺解体した。その結果，枝肉重

量は2号が260軸㌧　4号が28陶であり，歩留はそれぞ

れ59・8％および59・6％であった。また，脂肪交雑は両牛

とも十で差はなかったが●脂肪の色は2号がクリーム色

を呈していた。

3・飼料の利用状況

育成期における各農家で使用した自給飼料は主として

稲わら・米糠・とうもろこし・大豆等であり，その消費

量はそれぞれ784・陶・197・9ん9，96・0軸および67．0毎

と推定された。購入飼料は政が主体で，その消費量は60

・0軸であった。この間における増体量は76．5晦であり，

増体1k卯こ要した養分量はDCPが0・88kg，TDNが

9・47軸となり，ともにやや高い傾向にあった。

一方仕上げ期間においてA，B両区ともに使用した飼

料は大麦・数・大豆粕の配合飼料で．その消費量はA区

育成期（舎飼）：

舎飼仕上期（娼…

0
0
　
∩
7
∩
7

っ
「
）
　
っ
l
J
t
J

11．21～39．5．12 ）日47（

）
）
日
日
2
0
4
亡
J

l
l
（
（
0
0
1
J
つ
ム

O
n
い

一
．
’
＝
」
「

～
～
0
7
10
10
．

が561・7軸1B区が594．9軸であった。粗飼料はA区と

B区とでは異なる。すなわちA区の使用した飼料は結果

的には当初括示した給与基準とは異なり，稲わらおよ

び野乾草であって，その消費量はそれぞれ771．5軸，327

・2毎であった。B区における粗飼料は当場で生産した牧

生草・牧乾草・家畜かぶおよびグラスサイレージでその

消費量はそれぞれ882・0軸，437．1軸，476．9軸および

1408・5軸であった。上述の消費量と増体量とから飼料の

利用状況を求めてみると，DCPはA区が1．11軸，B区

が0・9軸となり，B区が利用率においてすぐれた傾向に

あった○このように農家で仕上げを行なった牛が全般に

飼料の利用率が低かったのは，粗飼料の質が不良である

こと・また・定期的に体重測定が出来ないため飼料の

給与量が適正でなかったことによるものと考えられる。

今後は良質粗飼料の確保と飼料の適正給与のために牛衡

器の設置あるいは簡易体重削定法の考案が必要であろ
う。

4・飼料費

消費飼料の評価は38年度青森県牛乳生産費調査によっ
た。

育成期の飼料はほとんど自給飼料であったが，それは

全飼料費の83・6％（15，068・6円）をしめていた。この自

給飼料の66％（9・982・2円）が濃厚飼料で，濃厚飼料の

87％（8・727・2円）が米糠・とうもろこし・大豆等であ

った0これに対し粗飼料は稲わらが主体で，その飼料喪

中粥％（4，708・8円）をしめていた。購入飼料は鼓が多
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く，購入飼料の59％（1，729．2円）になっていた。育成

期における飼料費の合計は（181，019・4円）であった。

仕上げ期の自給飼料費はA区が全飼料費の25・5％（6

，884円），B区が29．2％（8，719円）であり，B区がお

よそ2，000円高となっていた。これには両区間で粗飼料

が質量ともに異なることによるものである。購入飼料は

同質のものであったが，量的に若干異なり，A区が20，0

第2表　飼料の自給，購入別割合

2打

60円，C区が21，180円でB区がおよそ1・000円高となっ

た。仕上げ期におけるこれら飼料費の合計はA区が26・9

44円，B区が29，899円となり，B区がおよそ3，000円高

となっている。

5，飼料の自給，購入別割合

第2表は1頭あたりの飼料費，DCP，TDNについ

て飼料の自給，購入別割合を示したものである0
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注　飼料費は昭和38年度青森県牛乳生産費調査により算出した。

（）内の数値は百分率を示す。

育成期における飼料の主なものは米糠・とうもろこし

大豆・稲わら等であるが，自給率は飼料費で83・6％，D

CPで75．7％，TDNで89．5％であった。

仕上げ期における自給飼料は両区ともすべて粗飼料で

あったが，その飼料量ではA区の自給率がB区より約4

％低くなっていた。これをDCPでみると約30％も低い
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えられる。したがって，良質粗飼料を生産し利用すれば

購入飼料を減少させても栄養のバランスを保ちつつ自給

率をさらに高めることができると考えられるので，本地

域のように稲わらや野乾草を主体とする場合には栄養価

の高い粗飼料をいかにして確保するかが問題である。

6．収支概算

展示的にと殺したA区の4号とB区の2号を除いた供

試牛は40年3月11日に七戸畜産農協において臨時市場を

開催して生体のまま競売し，2号と4号は枝肉にして販

売した。その結果は第3表に示すとおりで，牛販売代は

かなり開きが大きいが，生体1軸あたりの販売価格につ

いてみると，A区5号の260円を除いて大差なく平均で

215円であり，牛販売代の開きは仕上げ時の体重の差に

よるところが大きかった。このことから，今後素牛選定

に際しては資質の不良な牛はさけるとともに，放牧時の

衛生管理に留意し，さらに，B区で使用したような良質

粗飼料を準備して仕上げを行なえば，よりよい成続が期

待されるであろう。

次に収支概算についてみると，本試験では，自給飼料

費を支出として評価した場合，これを評価しない場合と

の二本立て肥育粗収益を求めていたが．前者の場合で2

万2千余円，後者の場合は4万5千余円の差益となっ

た0自給飼料を評価しないで差益を求めた理由は．本地

区においては，大豆ととうもろこしを除いた自給飼料

（金顎にして自給飼料費の約80％）は肉牛がいなければ

そのまま堆肥などとして田畑に還元される性質のもので

あり，肉牛を飼養したからこそ飼料資源として活用され

たにすぎないものはかりであるからである。したがって

．本試験の収支概算の結果では，肥育農家はおよそ4万

円の差益を得たことになる。

4　ま　　と　　め

現地農家で若令肥育を実施した場合，その肥育成績や

収益がとの程度であるかを知るため上北町農家10戸に供

託牛を預託し，日本短角種の若令肥育試験を実施したと

ころ大略次の結果が得られた。

1・育成期における日平均増体量は0．44物．放牧期に

おける月平均増体宜は0．57軸．仕上げ期における日平均

増体重は0・90軸で，仕上げ終了時の平均体量は496軸で

あった。

2・牛販売代は平均106，565円，素牛代は平均33，450

円，飼料費の平均は約28，000円で．差益はおよそ4万円

であった。

3・今後本地区において若令肥育を普及させるために

は，良質粗飼料の生産利用による肥育効率の改善と栄養

分の自給率の向上が特に必要とされるであろう。

自給飼料（馬鈴薯）給与による肉豚の飼育試験

田代恵広・藤島善美・佐藤伝一・大川原　寛

（福島県畜試）

1ま　え　が　き

肉豚生産費のうち飼料費の占める割合は極めて高いの

で，自給飼料の活用により飼料費の低減を図ることは肉

豚肥育の収益を高めるうえにも葺豚経営にも重要なの

で，自給飼料に馬鈴薯を利用して，肉豚の産肉経済性等

について試験した。

2　試　験　方　法

豚産肉能力検定実施要領に準じて行なった。

1・試験期間

昭和39年9月25日～昭和40年3月9日

第1表　試　験　区　分

2・試験区分

3，供試豚

YL2腹（1腹6顔）．12顔を試験区，対照区各々

83，♀3に分けて実施した。

4・飼　　料

tl）給与区分


